
防疫連絡会議次第 

 

                             日時 令和７年 10 月１日（水） 

                               15 時 00 分～16 時 00 分 

                             場所 広島県庁本館 601 会議室 

                              WEB 併用形式（Zoom） 

 

 

１ 開会 

 

 

 

２ 内容 

（１）直近の国内及び国外における重大な動物感染症の発生状況 

  

 

 

（２）本県の取組状況 

 

 

 

（３）基本的な取組方針（国の提言等の確認） 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

４ 閉会 

   



防疫連絡会議

広島県農林⽔産局畜産課
令和７年１０⽉１⽇（⽔）

資料１－１



2広島県庁/Hiroshima Prefectural Government

【万が一、発生した場合】

鳥インフルエンザ、口蹄疫、豚熱、アフリカ豚熱・・等
〜経済的損失が⼤、迅速対応が必要な疾病〜

経済被害を最小限にとどめる

発生農場におけるウイルスの完全死滅
他農場へ拡がらない対策を迅速に実施

重⼤な動物感染症とは（対象と対策）

【原則、発生させない】 発生予防

まん延防止
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（例）鶏卵価格推移
（円）

引用元 JA全農たまご（株）HP

51事例
（932万羽）

11事例
（86万羽）

84事例
（1,771万羽）

25事例
（189万羽）

52事例
（987万羽）
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重⼤な動物感染症の発生状況と
発生予防の取組状況について
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高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
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世界における高病原性鳥インフルエンザ発生状況

引用元 農林⽔産省HP
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韓国における高病原性鳥インフルエンザ発生状況

引用元 農林⽔産省HP

2025年9⽉12⽇
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国内におけるHPAI発生状況

引用元 国会議資料



9広島県庁/Hiroshima Prefectural Government

鳥インフルエンザ対策パッケージ

引用元 国会議資料
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鳥インフルエンザ対策パッケージ

引用元 国会議資料

大臣指定地域
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広島県における⼤臣指定地域（案）

引用元 国会議資料
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広島県HPAI発生状況
発生件数

（都道府県数）
最終発生
都道府県

初発
都道府県殺処分羽数防疫措置

完了日
殺処分
終了日発生日発生市町発生年度

52(18)栃木県
（R3.3.13）

香川県
（R2.11.５）134,962R2.12.17R2.12.9R2.12.7三原市令和２年度

25(12)北海道
（R4.5.14）

秋田県
（R3.11.10）30,569R3.12.12R3.12.8R3.12.7福山市令和３年度

84(26)北海道
（R5.4.7）

岡山県
（R4.10.28）

113,503R4.12.25R4.12.19R4.12.16世羅町令和４年度
1例目

186,938R5.1.7R4.12.25R4.12.19世羅町令和４年度
2例目

126,619R5.1.16R5.1.4R4.12.27世羅町令和４年度
3例目

290,415R5.1.17R5.1.8R4.12.30世羅町令和4年度
4例目

835,032R5.3.20R5.1.20R5.1.9三次市令和４年度
5例目

127,469R5.1.31R5.1.23R5.1.21世羅町令和4年度
6例目

11（10）千葉県
（R6.4.29）

佐賀県
（R5.11.15）80,611R6.3.19R6.3.16R6.3.12北広島町令和5年度
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令和６年度の本県の取組状況①

令和２年度から５年度の発生を振り返り、ハード⾯に加え、ソフト⾯での対策を重要視するとと
もに、当該シーズンの国内発生の疫学分析・情報収集に基づく対策
の強化並びに切れ目ない注意喚起を実施した。

１ 当初対策（４⽉〜10⽉︓シーズン前）
・鶏舎入気口の点検・修繕
・野鳥（カラス等）対策（農場内の清掃（餌場の除去）
・ため池対策（野鳥忌避対策）
・農場自らの消毒計画の策定と励⾏確認・指導
・県作成動画研修会（４回・７ヵ国語）による衛生基本⾏動
の従業員への浸透
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令和６年度の本県の取組状況②

２ 追加対策（11⽉〜12⽉︓例年より早い国内発生及び
隣接県での発生対応）

・消石灰配布
・入気口のフィルター設置、開放鶏舎の不織布設置
・消石灰に加え、液体消毒液による埃の除去・消毒等
・年末年始の農場作業体制の点検（衛生⽔準・意識の低下防止）

３ 強化対策（１⽉〜２⽉︓国内連続発生対応）
・農場責任者緊急会議による連続発生分析の共有
・従業員への動画研修会の再度の実施（衛生基本⾏動の再点検）
・県内農場防疫対策優良実例（消毒、野鳥対策等）の取りまとめ
及び共有

４ 注意喚起（３⽉︓国内未発生対応）
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令和６年度の発生予防の取組の評価

令和６年度の対策を基本に、
各農場において
出来ている部分の継続と
不⾜している部分（人、野鳥、粉塵）を強化する

当該年度の 全国発生事例の情報収集 と
農場を含む リアルタイムの現場共有による対策
を実施したことが、 危機意識の持続 につながり、
本県の発生リスクを低減できたのではないか。

令和７年度は
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令和７年度の発生予防の取組スケジュール
【上半期】 【下半期】

対策実例
研修会

対策振り返り
（弱点認識）

５⽉ ７⽉６⽉ ８⽉ ９⽉ 11⽉〜10⽉

養鶏場の対策強化
（各農場で弱点の強化）

消毒計画の⾒直し・継続実施

基本⾏動研修会(７カ国)

防疫連絡
会議

消石灰配布

情報収集
状況分析

先手対策

状況に応じた
体制強化
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令和７年度の発生予防の取組内容

１ 農場の管理体制の再点検
自農場の対策の不⾜部分の強化（人／野生動物／粉塵）
農場へのウイルスの侵入リスクに応じた衛生管理体制
年末年始等の休暇時期を⾒据えた人員配置

２ 飼養衛生管理基準の遵守徹底
従業員全員の衛生意識の維持・向上・共有
繰り返し研修、衛生管理の相互チェック
野鳥・野生動物対策（餌場の除去、忌避対策）

３ 消毒計画の⾒直し及び確実な履⾏（場所、頻度の管理）
４ 今シーズンの国内発生状況に応じた対策の実施
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令和７年度の発生予防の取組︓今後の予定
○飼養衛生管理基準の遵守徹底研修会の開催

目的 農場従業員の衛生意識⽔準の向上
作成した動画等の教材（７か国語）を用い10⽉に4回開催

○消毒計画の作成、⾒直し及び実施確認
農場毎に作成した消毒計画の⾒直し、履⾏確認を実施し、指導継続

○消石灰の配布
鳥インフルエンザ発生予防対策の注意喚起のため、100羽以上飼養している養鶏場

100⼾に対し、10⽉中旬までに消石灰を配布

○情報の収集と状況分析
全国発生事例の情報収集と、農場を含むリアルタイムの現場共有による、
今シーズンの発生状況に応じた対応の推進
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発生予防のための共通認識

１ 農場の中に入れない（人・動物・粉塵等の消毒の徹底）
２ 農場に集まってくる環境を作らない（餌場や隠れられる場所をなくす）
３ 農場全体で、この認識を共有し、みんなで取り組む

重⼤な動物感染症の原因となるものは、必ず「外部から」侵入してくる

周囲には、野鳥や野生動物といった「重⼤な動物感染症」の原因と
なるものが常に存在するという認識を持ったうえで
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重⼤な動物感染症発生時の
まん延防止の取組について
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発生時の対応（タイムスケジュール）

○令和７年８⽉20⽇
発生を想定した県職員の防疫演習実施

○令和５年度のHPAI発生
⺠間委託による殺処分を実施

○防疫対策の概要※最も早いパターン

県体制 当日（１日目）

【注意体制】 12:30 異常家きんの通報・届出（電話聴取）

14:30 立入検査・聴取・疫学調査・簡易検査実施

【警戒体制】 16:30 簡易検査⇒陽性

発生農場

17:30 遺伝子検査（PCR）実施 評価

19:00 発生農場準備開始

２日目

【非常体制】 1:30 陽性：疑似患畜

消毒P運営開始

移動制限区域：半径3km以内

搬出制限区域：半径10km以内

8:30 発生農場

殺処分，汚染物品回収 その他農場

⇓ 　電話聞取

埋却・焼却処分（防疫措置終了） 　鶏卵出荷監視検査

　・発生状況検査（直ちに）

　・清浄性確認検査（10日後）

監視（防疫措置終了から21日間） 　陰性
⇓ 　　⇓

移動制限解除 　搬出制限解除



22広島県庁/Hiroshima Prefectural Government

発生時の対応（広島県HPAI発生状況 動員人員状況）

⺠間委託
（殺処分）

関係団体職員
（JAグループ）自衛隊国・市町・他

県職員県職員延べ総数発生年度

－536001032,3463,102令和２年度
（１）

ー－ー501,3241,374令和３年度
（１）

ー3083,65396015,87320,794令和４年度
（６）

1,289ーー６1,4472,742令和５年度
（１）

（単位 人）
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発生時の対応（農場の防疫作業従事）

【家畜伝染病予防法第16条（と殺の義務）（抜粋）】
次に掲げる家畜の所有者は、家畜防疫員の指示に従い、直ちに当該家畜を殺さなければならない。ただし、農

林⽔産省令で定める場合には、この限りでない。
一 牛疫、牛肺疫、口蹄てい疫、豚熱、アフリカ豚熱、高病原性鳥インフルエンザ又は低病原性鳥インフルエン

ザの患畜
二 牛疫、口蹄てい疫、豚熱、アフリカ豚熱、高病原性鳥インフルエンザ又は低病原性鳥インフルエンザの疑似

患畜
２前項の家畜の所有者は、同項ただし書の場合を除き、同項の指示があるまでは、当該家畜を殺してはならない。
３家畜防疫員は、第一項ただし書の場合を除き、家畜伝染病のまん延を防止するため緊急の必要があるときは、
同項の家畜について、同項の指示に代えて、自らこれを殺すことができる。

家きんの所有者は、高病原性鳥インフルエンザが発生した場合、本病のまん延を
防止、つまり、当該家きんのと殺、死体の焼却、汚染物品の焼却、畜舎の消毒等
の防疫措置を実施する第一義的責任を有しています。

農場及び農場従業員の方は、防疫措置が円滑に実施できるよう、防疫作業へ
の従事をお願いします。
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発生時の対応（制限区域内の養鶏農場対応）

【例外協議を⾏う際、事前確認する事項】

○家きん卵出荷のための検査

対象︓移動制限区域内の採卵鶏農場

検査︓病性判明後原則24時間以内に、遺伝子検査、抗体検査を実施（陰性確認）

○移動する対象物の出荷元/出荷先の確認

○出荷元/出荷先間の移動ルートの設定（他の農場付近の通⾏を避ける等）

○出荷元農場の飼養衛生管理基準遵守状況（守られていることを確認）

鳥インフルエンザが発生した際、ウイルスのまん延を抑えるため、制限区域（3㎞・10㎞）
を設定し、区域内の移動を制限します。

それとあわせて、経済活動の早期回復の観点から、制限の対象であっても移動を可能と
する例外的な措置があり、「例外協議」といいます。この協議は、県が国と⾏います。
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発生時の対応（移動・搬出制限区域の制限対象の一覧）
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制限区域の解除の流れ
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発生時の対応（補填の対象）

【対象とならない場合】

○制限等がかかっていない期間（搬出制限区域内の移動や制限の対象外の協議（例
外協議）の回答以降を含む。）の売上げの減少や費用の増加

○例外協議を⾏った家きんの死体

○県独自の移動自粛要請に基づく、売上げの減少や費用の増加

※対象の判断については、発生の都度、農林⽔産省に確認を⾏います

制限区域を設定したことにより、売上の減少や費用の増加が発生した場合は、
家畜伝染病予防法第60条第２項の「費用の負担」の対象となる場合があります。

【家畜伝染病予防法第60条第２項（抜粋）】
国は、都道府県が、特定家畜等（第三十二条の規定による移動又は移出の禁止又は制限がされることにより畜産経営に重

⼤な影響が及ぶ家畜、その死体又は物品として政令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）の所有者に対して当該禁
止又は制限に起因する特定家畜等に係る売上げの減少額又は飼料費その他の保管、輸送若しくは処分に要する費用の増加
額のうち政令で定めるものに相当する額を交付する場合には、当該交付した額の二分の一を負担する。
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発生時の対応（経営支援対策）

引用元 農林⽔産省HP
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発生時の対応（経営支援対策）

引用元 農林⽔産省HP

○家畜伝染病予防法（⼿当⾦、助成⾦）

○家畜疾病経営維持資⾦（融資）

経営再開資⾦（クイック融資）、経営継続資⾦、経営維持資⾦

○農林漁業セーフティネット資⾦（融資）

○家畜防疫互助基⾦支援事業

○雇用調整助成⾦

詳細については、農林⽔産省のホームページで確認してください。
高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ発生に係る生産者支援対策等：農

林水産省 (maff.go.jp)
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家畜疾病経営維持資⾦（クイック融資）

引用元 農林⽔産省HP
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まん延防止のための共通認識

１ 対応計画案の作成（防疫措置をどのように⾏うか）
２ 迅速な防疫対応（農場従事者の役割分担）
３ 再開までの道筋の検討（従業員を守る・経営再開支援メニュー）

防疫措置を早期に終了させる・ウイルスを拡散させない取組が必要

⽇頃から、万が一発生した際の対応を決めておく
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関係者一丸となって、広島県の
畜産を守りましょう︕︕

引用元 ⽇本農業新聞



1広島県庁/Hiroshima Prefectural Government

重大な動物感染症の発生状況
（口蹄疫、豚熱、アフリカ豚熱）

資料１－２



2

口蹄疫
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欧州における口蹄疫発生状況

引用元 農林⽔産省HP
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アジアにおける口蹄疫発生状況

引用元 農林⽔産省HP
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豚熱
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世界における豚熱発生状況

引用元 農林⽔産省HP
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国内における豚熱発生状況

引用元 農林⽔産省HP
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広島県 野生イノシシ豚熱陽性確認状況
陽性個体
（円︓半径10km）

（令和７年10月１日現在）

【国⼟地理院の地図をもとに広島県が作成】

61例目
（福山市新市町）
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アフリカ豚熱
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世界におけるアフリカ豚熱発生状況

引用元 農林⽔産省HP
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韓国におけるアフリカ豚熱発生状況

引用元 農林⽔産省HP
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豚飼養農場における取組（豚熱・アフリカ豚熱）



13広島県庁/Hiroshima Prefectural Government

【最終目標】 豚熱ウイルス撲滅と飼養豚へのワクチン接種中止
【ロードマップ】その過程を５つの段階（フェーズ）に分け各段階ご

とに取り組みを⾏う

国による豚熱清浄化ロードマップ （令和７年６月30日策定）

概要フェーズ名
現在のフェーズ０期
現⾏ワクチン接種豚をマーカーワクチン接種豚に置換す
るフェーズ

Ⅰ期

感染抗体陽性豚をゼロにするフェーズⅡ期
清浄国ステータス取得要件に適合させるフェーズⅢ期
清浄国ステータス取得後のフェーズⅣ期



資料２

（疫学報告書の抜粋）
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